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2025 年 7 月 9 日、株式会社インテグレックスにより主催された企業行動勉強会の後半

に、同社代表取締役社長秋山をね氏及び当職らにおいて、「公益通報者保護法の求めるとこ

ろと企業行動」についてディスカッションを行った。当職らにおいてディスカッションの内

容をまとめたので、2 回に分けて報告する。 

また、本稿の最後には、公益通報者保護法の改正を契機として、改めて社内に発信するメ

ッセージのサンプルを提示させていただいた。 

本稿が、改正公益通報者保護法への対応及び内部通報対応の実務において参考になれば

幸いである。 

 

１ 通報者の範囲の拡張 

⑴ フリーランス向け通報制度 

ア 内部通報制度の基本的な形式は、「当該事業者の役職員が、当該事業者の不正に

ついて、当該事業者が設置した通報窓口に通報すること」であるが、不正の発見と

是正という観点から、通報者の範囲が拡張されてきた。 

改正法では、法的な保護を受ける通報者の範囲に、事業者と業務委託関係にある

特定受託業務従事者（以下「フリーランス」という。）が含まれることになった （改

正法 2 条 1 項 3 号）。これによって、公益通報をしたフリーランスに対する業務委

託契約の解除、取引数量の削減、取引停止、報酬減額その他不利益な取扱いが禁止

される（改正法 5 条）。 

イ 改正法に対応するため、事業者として保護すべき通報者の範囲にフリーランスを

含めることが必要になるが、フリーランスを当該事業者の内部通報制度において

どのように位置付けるかが問題となる。 

まず、既存の役職員向けの内部通報制度にフリーランスを組み込むという整理が

考えられる。しかし、フリーランスは取引先であって、内部の役職員とは立場が異

なるため、役職員向けの内部通報制度に組み込むことが適切かは検討が必要であ

る。特に、多くの事業者は、公益通報に限らず、広く違法行為や企業倫理違反等に

内部通報制度の対象を広げているところ、フリーランスについても同様に通報対象

を広げるべきかという問題も検討する必要がある。 
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この点、フリーランスは内部の役職員ではなく外部の取引先であるから、公益通

報に限定するかはともかくとして、役職員が通報者となる内部通報制度よりも通報

対象事実を限定することが適切ではないかと思われる。そうなると、役職員にとっ

て通報可能な範囲とフリーランスにとって通報可能な範囲は異なることになる。 

ウ 次に、取引先の中でフリーランスだけを通報制度の対象にすることが適切かと

いう問題がある。この点、公益通報者保護法は最低限のルールを定めたものである

から、不正の発見と是正という目的に照らして、取引先向けの通報制度を整備し、

ここにフリーランスを組み込むことも考えられる。 

既に、取引先向けの通報制度を整備している事業者も少なくない。当該事業者内

部では通報されにくい不正を検知する方法として、取引先向けの通報制度は有用で

ある。実際、取引先向けの通報制度は、役職員向けの通報制度と比較して、通報件

数は少ないが、不正が発見される割合は高いと考えられる。それは、取引先であり

ながらも通報するということは、それなりに重大な問題について、一定の証拠を基

に通報に踏み切ることが多いためであろう。このように、取引先向けの通報制度は、

役職員向けの内部通報制度では発見できない不正が通報される可能性がある点で

有用である。 

⑵ 人権救済メカニズムとしての通報制度 

ア 取引先向け通報制度を整備した場合、取引先から当該事業者の不正について通

報を受けることになるが、さらに、ビジネスと人権という観点から、取引先におけ

る人権侵害についても通報として受け付ける制度を整備するかという点が問題に

なる。 

イ 2011 年 3 月、国連の人権理事会において、ビジネスと人権に関する指導原則 （以

下「指導原則」という。）が承認された1 。指導原則においては、第二の柱として、

人権を尊重する企業の責任が定められ、企業活動における人権尊重の指針となって

いる。指導原則は、企業に対して、人権を尊重する責任を果たすため、人権方針の

策定（指導原則 16）、人権デューデリジェンスの実施（指導原則 17～21）、人権救

済メカニズムの構築（指導原則 22）を要求している。 

人権救済メカニズムとは、企業活動によって人権侵害が発生した場合に、被害者

等による申告を受けて救済を受けることができるようにする制度をいう。救済す

べき人権侵害とは、当該事業者内部において発生したものに限られず、当該事業者

が関与しているサプライチェーンにおいて発生したものは全て含まれる。すなわち、

当該事業者の取引先において人権侵害が行われていた場合、当該事業者はこれを

受け付けて、人権侵害の救済に取り組まなければならない。 

ウ 現時点で、人権救済メカニズムとしての通報制度を整備している日本企業は少数

 
1 https://www.unic.or.jp/texts_audiovisual/resolutions_reports/hr_council/ga_regular_session/3404/ 

https://www.unic.or.jp/texts_audiovisual/resolutions_reports/hr_council/ga_regular_session/3404/
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と考えられるが、国際的な動向にも目を向けておく必要がある。 

 

２ 被通報者の人権 

⑴ 被通報者の人権保護の必要性 

内部通報を受けて調査した結果、不正が確認された場合、是正措置を講じると共に、

不正をした被通報者に対して懲戒処分等を科すことがある。かかるプロセスにおいて

は、被通報者の人権も尊重しなければならない。 

本稿では、弁明の機会付与と被通報者の名誉等に対する配慮について説明する。 

⑵ 弁明の機会付与 

ア 弁明の機会付与とは、被通報者に対して懲戒処分等を科す際に、被通報者の主張

や弁明等を聞く機会を与えることをいう。就業規則等において、懲戒処分を科す際

は弁明の機会を付与しなければならない旨を定めているにもかかわらず、これを怠

った場合は、仮に不正行為が事実であったとしても、懲戒処分は原則として無効に

なると考えられている2。事業者において、懲戒処分を科す手続を定めた以上、こ

れを遵守しなければならないという適正手続の要請である。 

さらに、弁明の機会は、適正手続の要請に限られない。被通報者は当該不正につ

いて最も事情を把握している者であるから、被通報者の主張を聞くことによって、

適正な事実認定を行うことができる。また、被通報者の主張を聞かずに懲戒処分等

が科された場合、被通報者の納得を得ることができない。したがって、就業規則等

において、弁明の機会を付与することが義務付けられていないとしても、弁明の機

会を付与することが困難な事情がない限り、弁明の機会を付与することが適切で

ある。 

イ 内部通報を受けて調査を実施して不正が明らかになった場合、調査の過程におい

て、被通報者に対するヒアリングを実施しているから、被通報者の主張は既に確認

しているようにも思われる。実際に、ヒアリングを実施していることをもって、実

質的に弁明の機会が付与されているという評価をしている裁判例3も存在する。 

しかし、ヒアリングは事実関係を確認することが直接的な目的であって、懲戒処

分等を科すことを前提にしていないから、弁明の機会付与とは目的が異なる。また、

弁明の機会を付与しなければならない旨の定めがない場合において、弁明の機会

を付与せずに行われた懲戒処分は、直ちに無効となるものではないとする裁判例4

 
2 千代田学園事件・東京高判平成 16 年 6 月 16 日労判 886 号 93 頁 

3 学校法人関西大学事件・大阪高判平成 20 年 11 月 14 日労判 987 号 79 頁 

4 日本電信電話（大阪淡路支店）事件・大阪地判平成 8 年 7 月 31 日労判 708 号 81 頁、大和交通事件・大

阪高判平成 11 年 6 月 29 日労判 773 号 50 頁、JR 東海事件・大阪地判平成 12 年 3 月 29 日労判 790 号 66

頁、海外漁業協力財団事件・東京高判平成 16 年 10 月 14 日労判 885 号 26 頁、日本ヒューレットパッカ

ード事件・東京地判平成 17 年 1 月 31 日判示 1891 号 156 頁 



4 

 

と、無効とする裁判例5 で結論が割れている。したがって、ヒアリング等の調査に

よって認定した事実を被通報者に伝えて、改めて弁明の機会を付与することが適切

である6。 

ウ 近時、外部弁護士に調査を依頼し、外部弁護士から提出された報告書に記載され

た事実に基づいて、当該認定に至った証拠関係を確認せずに懲戒処分を科すケー

スが散見される。しかし、事業者として懲戒処分を科すためには、当該事業者とし

て証拠を確認して事実を認定し、さらに被通報者に対して弁明の機会を付与するこ

とが適切である。 

⑶ 被通報者の名誉等に対する配慮 

ア 内部通報を受けて実施した調査の結果については、通報者に対して、一定のフィ

ードバックを行うことが適切である。フィードバックがされなければ、通報者にお

いて不正が是正されたか把握することができず、通報が無視されたのではないか、

隠蔽されたのではないかと感じて、内部通報制度に対する不信感が生まれてしま

うためである。通報者に対するフィードバックを行うことによって、一連の内部通

報対応は完結することになる。 

通報者に対するフィードバックを行う際は、認定した事実及び認定できなかっ

た事実の概要、認定した事実に対する評価、是正措置の内容、被通報者に対する処

分、再発防止策などを伝えることになるが、特に、認定した事実を報告する際に、

被通報者の名誉及びプライバシーに対する配慮が必要となる。この点、事案に応じ

て個別に判断することになるが、通報者が把握していない事実は、フィードバック

の対象に含めない又は含めるとしても概要にとどめることが適切である。 

なお、通報者に限らず、調査協力者に対しても、必要に応じて一定のフィードバ

ックを行うことがあるが、その際の留意点も同様である。 

イ 不正調査の結果や被通報者に対する懲戒処分等を社内外に公表することがある。

不正に対する説明責任を果たすことによって、組織に対する信頼を回復することを

目的とするものである。 

その場合は、通報者や調査協力者に対するフィードバック以上に、被通報者の名

誉・プライバシーに対する配慮が必要である。この点、やはり事案に応じて個別に

判断することになるが、事案によっては、匿名化する、事案の概要にとどめる、公

表期間を限定する等の対応とすることが考えられる。公表の目的との関係で、被通

報者の実名や詳細な事実関係まで不要と考えられる事案もあるためである。 

 
5 日本ボクシングコミッション事件・東京地判平成 27 年 1 月 23 日労判 1117 号 50 頁、野村證券事件・

東京高判平成 29 年 3 月 9 日労判 1160 号 28 頁 

6 前掲日本ヒューレットパッカード事件は、弁明の機会を付与する規定がないため、弁明の機会を付与し

なかったことをもって直ちに懲戒処分が無効になると解することは困難としているが、他方で、一般論と

しては、適正手続保障の見地から弁明の機会を付与することが望ましいとしている。 
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 3 社内向けメッセージのサンプル（次頁をご参照ください） 

   公益通報者保護法の改正は、内部通報（職制上のレポーティングラインへの通報を

含む。）を促進させる契機になると考えており、それを活かすためには役職員に対して

適切なメッセージを発することが重要である。そこで、本稿の最後に社内向けメッセ

ージのサンプルを掲載させていただいた。各社の実情に応じてアレンジいただくこと

が前提となるが、少しでも参考にしていただければ幸いである。 

以上 
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公益通報者保護法改正における当社の基本方針7 

 

当社は、法令等違反8 を予防することに加えて、法令等違反がある場合には早期に発見す

ることが非常に重要であると考えています。 

そのため、役職員の皆様は、職場に法令等違反があると考えたら、例えば、皆様の上司（そ

の上の上司でも構いません）への積極的な報告や、●●9 を利用することにより、当社に法

令等違反があることを早期に知らせていただきたいと考えています。 

 

管理者（上司）が部下から受けた法令等違反の報告は、●●での受付と同様に、公益通報

者保護法の対象となる場合があり、対応には留意することが必要となります。 

実際に部下から法令等違反があるとの報告を受けた場合には、その従業員の意向も確認

しながら、管理者の上長への報告や●●を含む専門部署との連携を通じ、会社として事実確

認を行うとともに、必要に応じて是正等を行わなければならず、決して放置したり隠蔽した

りしてはいけません。 

 

また、皆様が●●を利用する際は、匿名でも利用できますので、実名で通報や相談しづら

い事情があれば、匿名で利用していただきたいと思います。しかし、例えばハラスメントに

関する通報や相談は、被害を受けたとされる方が匿名を希望すると、どうしても事実確認が

困難となる場合が多いので、その点についてご理解をいただきたいと思います。また、●●

は■■10を受け付ける制度であり、職場における単なる不平不満を受け付ける制度ではない

ことについてもご理解をいただきたいと思います。 

 

部下が会社や上司に対して法令等違反があることを知らせるかどうかは、職場の管理者の

日頃の言動によるところが大きいと思います。 

また、職場における風通しの悪さは、人間関係に起因するハラスメント事案の発生の端緒

ともなり得ます。 

管理者は日頃より部下とのコミュニケーションを強化することにより、部下から信頼さ

れる上司となり法令等違反の早期把握やより良い職場環境づくりに、ご尽力いただきたい

と思います。 

 
7 通達文のタイトルは各社にて決定してください。 

8 通報対象の表示は各社にて決定してください。 

9 ●●には内部通報制度の受付窓口の呼称を記載することを想定しています。 

10 ■■には内部通報制度の社内規程に定められている受付範囲を記載することを想定しています。 
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